
（決算カード）

人

人

％ 人 人 人

人 ％ ％ ％

人 人 人 人

％ ％ ％ ％

1 過疎

1 Ａ 2 農工

2 Ｂ 3 山村振興

3 1 4 低開発

Ｃ 2 5 人口急増

4 Ｄ 3 6 特定農山村

5 4

Ｅ 5 1 ごみ

6 Ｆ 6 2 し尿

7 Ｇ 7 3 土木機械

8 Ｈ 8 4 火葬場

9  Ｉ 9 5 道路

10 6 伝染病

Ｊ 7 知的障害者施設

9 結核予防

10 消防救急

11 職業訓練

12 山林

※ ４頁債務負担行為支出 13 その他

予定額に再掲 ［　　　　　　　］

円

円

11,628

40,300

47,147

21,974

-

97

介護サービス事業

5

1

平成22年度財政状況

245,000

227,000

人　　 　    口

323,382

一　　般　　職　　員　　等 特　　別　　職　　員　　等

土地

17年

平成21年度

5

1

-

事 業 名

上水道事業

下水道事業（個別）

索道事業

宅地造成事業

下水道事業（農集）

-

-

普通会計

からの繰入

　　〔千円〕

47,586

-

6,311

117,011

-

〃

〃 4,843

-

54

人

有

無

〃

〃

有無

下水道事業（公共）

 被保険者一人当たりの

 費用

△ 20,810

 収支額

国

保

会

計

の

状

況

千円

円

円

千円

 被保険者数

職員数法適

用の

公

営

企

業

等

の

状

況

　〔人〕

〃

収支額

　　〔千円〕

17年

301,590

国勢調査

1,951

区　分

25.2

22年度末残高

　財政調整基金

8,633,218 9,873,398

9,523,497

（Ａ－Ｂ）

歳入総額

歳出総額

歳入歳出差引額

39,207,826

区分

国

勢

調

査

住

基

人

口

14,187

15,549

23.3.31

22.3.31

△ 1.6

22年

教育長

780,000

620,000

報酬改定

H8.10.1

一人当たり平均月額区　分

副町長 〃

〃

#DIV/0!

#DIV/0!

324,032

〔平均額〕

〃

議 　員 〃

議会議長 〃

590,000

310,000

合  計

 消 防 職 員

副議長

349,6003

7

 臨 時 職 員

職員数　Ａ

　　　　      〔人〕

うち技能労務職員

121

116,060

※

計

区分

1,048,800

 一 般 職 員

 教 育 公 務 員

 月額　B/A     〔円〕 

335,7032,349,921

38,159,026

　　　　　　       　〔円〕　　

1,457

261,661

271,105

町長

一人当たりの支給給料月額　Ｂ

社会福祉

保健医療

土地開

そ

の

他

特

定

目

的

基

金

の

状

況

435,957

569,815 136,462

種  地  区  分

いちのへまち

一    戸    町

計

教育・文化

庁舎等建設

国際化推進

地域基盤

環境保全

コード番号

ふりがな

市町村名

人口密度

積立金取崩し額

出予定

単年度収支

積立金

繰上償還金

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

Ⅳ－０

Ⅱ－１

市 町 村 類 型

22年度交付税

10,309,355

　減 債 基 金

その他

岩　手　県

47.1

3,6462,137

27.6

０３５２４６

１　次 ２　次 ３　次

人口集中地区人口 産　　　業　　　構　　　造

22年

国勢調査

区　　分

51.125.7

1,567 1,729 3,445

23.2

就

業

人

口

面積

　　　　k㎡

300.11

人/k㎡

47

現金

9,129

315

産業の振興

〔千円〕 〔千円〕

指定団体等の状況

　　　〔千円〕

実施年月日

198,910

1,228,269

事務の共同処理状況

34,117

208,233 284,779

299,495

321,944 318,896

20,969

92,742

14,443

増減率

増減率

14,678

890,279

昭和35年10月１日以降の合併の状況

平成22年度

23年度

△ 8.8

以降支  その他

担行為

実質収支

繰越すべき財源

 物件取得

 損失補償等

債務負

（Ｃ－Ｄ）

発基金

320,464

 加入世帯数

185,947

118

69,887

0

実質単年度収支

69,083

309,485

世帯

 一世帯あたりの保険税

 徴収額

 被保険者一人当たりの

 保険税徴収額

128,704

2,863

5,105

123,182

 普通会計からの繰入額

-  1  -



21年度 22年度

％ ％

18.6 13.5 △ 1.5

1.7 1.2 △ 3.8

0.1 0.1 △ 26.4

1.5 1.2 △ 0.2

14.7

0.4 0.2 △ 0.8

0.1 0.1 54.8

41.7 32.5 6.6

39.0 30.1 6.5

2.7 2.4 8.7

△ 1.7

0.4 0.3 0.8

1.8 1.4 △ 5.1

0.1 0.1 3.0

7.2 12.1 23.9

7.3 8.3 △ 8.4

0.6 2.9 △ 86.6

0.1 △ 92.6

0.9 0.4 △ 50.0

3.3 3.0 41.2

7.1 3.7 △ 0.6

7.2 18.9 △ 53.8

100.0 △ 7.6

21年度 22年度

％ ％

26.9 27.0 △ 6.6

3.3 2.8 25.8

60.8 60.8 △ 1.0

11.4 12.5 3.3

内 18.5 18.0 2.6

訳 30.4 29.8 △ 5.1

0.5 0.5 △ 0.1

2.1 2.3 △ 0.3

6.3 6.5 5.0

　

　

　

0.6 0.6 △ 12.9

　

　

　

100.0 100.0 △ 1.5

1 4 400千円 7 130千円

3 6 150千円 9 50千円

/100

/100

個

人

分

合　　計 98.5

410千円

区　　分

5 160千円

253,056

390,731

超過税率の比率

均等割 3,000

6,928

31,041

基準税額×

100/75千円

370,259

35,593

市

町

村

民

税

法

人

分

1,353,393

決算額

千円

350,146

49,212

836,567

179,707

256,774

393,158

6,928

31,546

94,439 88,640

1,369,336

7,426

20年度

％

超過課税収入額

△ 6.0 △ 19.0

22年度 20年度 21年度

28.7 35.3 △ 7.3

0.5 △ 22.8 △ 0.5

2.3 3.5 1.5

6.9 △ 9.7 △ 3.5

0.5 △ 3.9 2.1

10.0 △ 5.5

適　用　税　率　の　状　況

1,750千円

滞納繰越分

徴　　　収　　　率

合　　　計

34.3 94.4

8 120千円

現年課税分

98.6

3,000千円

92.5

22.9 93.1固定資産税 1.4

18.3

98.5

均

等

割

所得割

2

純固定資産税法人税割 12.3

市町村民税

市　　　町　　　村　　　税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

個 人 分 25.6 1.0 △ 5.1

％ ％

市 町 村 民 税

8.8 3.6

61.1

家 屋 18.8 5.4 △ 8.0

18.9 △ 5.4固 定 資 産 税

土 地

％

827,860

177,145 13.1

3.6

千円

歳　　　　　　　　　　入

区分

決算額

法 定 外 普 通 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

特 別 土 地 保 有 税

償 却 資 産

交 付 金

％ ％

旧 法 に よ る 税

合 計

目 的 税

入 湯 税

そ の 他

都 市 計 画 税

区　　　　分

法 人 分

27.4 14.4

21年度

千円 千円 左の構成比％ ％

20年度 22年度 20年度

10.0 △ 5.5

122,550 122,550 2.5 1.3 △ 4.0 △ 6.6

1,369,336 1,369,336

125,205 125,205 2.5 1.3

3,095 3,095 0.1 0.9 △ 5.2

△ 9.6 3.4

△ 67.4 △ 14.8

△ 11.2 △ 38.3

1,107 1,107

18,750 18,750 0.4 0.2

3,573,335 3,301,013 66.2 37.5

19,782 19,782 0.4 0.2 45.3 23.8

1.3 1.9

1.0 0.8

5.0 17.0

3,301,013 3,301,013

272,322 2.8

66.2 34.7

30,955 0.3

1,807 1,807 △ 20.6 △ 10.4

△ 22.0 7.1

△ 0.9 △ 3.8

△ 0.5 △ 3.4

133,195 4,892

9,365 0.1

0.1 1.4

1,548,968 16.3 △ 12.3 121.4

11.8 48.5

21.4 533.3

785,309

40,221 19,983 0.4 0.4

8.3

392

20,609

145.0 987.1

0.2 8.9 △ 39.6

30.6

900,300

4.0 24.1 △ 30.7

△ 17.0 19.3435,957

383,259 931

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 交 付 金

9.5

4.6

内 訳

国 庫 支 出 金

普 通

特 別

自動車・軽油交付金

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

円

100.0

△ 14.2 241.3

9,523,497 4,988,451 100.0 100.0 100.0 1.3

配当割・株式等譲渡所得割交付金

交通安全対策交付金

国有提供施設交付金

％

構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

経常一般財源

分 担 金 ･ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

合 計

類型 Ⅳ－０市町村名 一  戸  町

利子割･ｺﾞﾙﾌ場交付金

-  2  -



市町村名 類型

一般財源 うち経常 経常収 20年度 21年度 22年度 20年度 21年度 22年度

千円 一般財源 支比率 ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,095,779 1,067,775 21.4 16.6 12.1 13.6 △ 8.2 △ 4.9 △ 2.1

683,328 655,324 13.1 10.7 7.7 8.6 △ 9.8 △ 6.3 △ 3.1

297,871 291,082 5.8 8.5 7.1 10.0 6.4 9.7 22.8

1,299,130 1,206,388 24.2 18.6 12.1 15.2 10.5 △ 15.3 9.7

1,299,115 1,206,373 24.2 18.6 12.0 15.2 10.5 △ 15.7 10.3

15 15 0.0 0.1 0.0 △ 94.9 72,777.8 △ 99.8

2,692,780 2,565,245 51.4 43.7 31.4 38.8 1.9 △ 6.5 8.1

849,012 758,630 15.2 16.7 13.6 16.1 △ 3.6 6.3 3.4

97,357 75,523 1.5 1.3 0.9 1.3 3.3 △ 17.2 31.4

735,251 559,272 11.2 10.3 28.4 9.3 △ 3.0 256.9 △ 71.4

418,714 413,290 8.3 6.0 4.5 4.9 △ 4.3 △ 1.9 △ 6.0

412,100 4.1 2.9 4.8 87.0 △ 6.4 44.1

24,983 0.6 1.8 1.1 △ 50.8 283.0 △ 47.7

628,423 490,311 9.8 9.2 7.1 8.4 10.6 0.9 3.2

　 　 　

2,747,126 1,883,736 37.8 42.2 54.7 41.0 3.0 68.5 △ 34.5

353,045 ・経常経費充当 14.1 14.0 20.2 △ 8.8 28.7 26.8

39,508   の一般財源 0.7 0.4 0.5 △ 3.0 △ 24.0 △ 1.6

347,571 4,448,981 千円 14.1 14.0 19.9 63.6 28.7 24.6

23,870 ・歳入一般財源 9.5 8.5 13.4 224.7 16.3 38.2

323,701 6,683,230 千円 4.6 5.5 6.5 △ 19.2 54.5 3.4

5,474 ・経常一般財源 0.4 皆減 　 皆増

  総額（歳入） 　 　 　

5,792,951 4,988,451 千円 100.0 100.0 100.0 4.8 30.1 △ 12.6

20年度 21年度 22年度 20年度 21年度 22年度

％ ％ ％ ％ ％ ％

1.2 1.0 1.1 △ 1.5 9.4 △ 4.1

14.5 13.4 14.9 8.9 20.3 △ 2.7

22.1 17.7 22.9 7.1 4.6 13.0

6.0 6.5 5.3 △ 22.3 40.3 △ 29.1

0.1 0.1 0.1 △ 4.7 △ 4.6 △ 2.9

10.5 28.6 7.8 21.4 254.7 △ 76.1

2.5 2.0 4.5 32.5 3.1 98.6

9.2 7.4 13.8 18.1 5.1 62.8

3.7 2.9 3.2 △ 5.8 1.7 △ 2.5

11.6 8.3 10.8 11.5 △ 6.9 13.5

0.4 皆減 　 皆増

18.6 12.1 15.2 10.5 △ 15.3 9.7

　 　 　

　 　 　

100.0 100.0 100.0 4.8 30.1 △ 12.6

人 件 費

う ち 職 員 給

区　　　　分

扶 助 費

小　　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

訳

公 債 費

元 利 償 還 金内

一 時 借 入 金 利 子

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 当 金

小　　　　計

投 資 的 経 費

補 助 費 等

うち一部事務組合負担金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ･ 貸 付 金

合　　　　　　計

内

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

訳 災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費 452,203

諸 支 出 金

前年度繰上充用金

合　　　　　計

区　　　　分

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

労 働 費

8,633,218

決算額

千円

279,174

934,465

30,939

1,311,955

8,609

675,107

386,118

一般財源

千円

96,890

1,131,030

1,192,539

96,890

1,286,988

1,978,231

316,564

10,731115,016

382,829

278,399

681,737

普通建設事業費

千円

111,879

105,574

5,037

293,964

1,716,003

949,190

3,028

219,037

5,792,951

1,311,930

15

構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移目　　　的　　　別　　　歳　　　出

5,474

1,299,140

1,091,193

412,242

決算額

千円

1,173,399

738,603

864,886

1,311,945

3,350,230

1,391,258

108,342

801,492

8,633,218

1,158,487

557,516

30,939

3,536,046

1,746,942

39,508

構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移性　　　質　　　別　　　歳　　　出

一  戸  町 Ⅳ－０

1,716,003

418,714

416,114

93,383

725,457

-  3  -



市町村名 類型

実質収支比率 5.3 6.3 6.0 29.1 27.4 24.8

一般財源比率 64.1 54.9 54.9 Ⅱ－１ Ⅱ－１ Ⅱ－１

普通建設事業費のう

ち一般財源等比率

15.1 33.4 20.3 735,257 1,020,036 1,228,269

地方債比率 34.9 18.3 28.6 319,487 311,125 301,590

公債費比率（公債費に準ず

る債務負担行為支出額含む）

13.8 12.6 14.6 4,469,514 4,433,321 4,561,969

公債費負担比率 21.7 17.7 19.4 629,976 617,683 630,624

起債制限比率 10.2 9.9 9.5 1,393,740 1,328,899 1,260,956

☆実質公債費比率 12.6 12.5 12.4 4,854,469 4,793,299 5,297,131

債務負担比率 1.0 1.2 0.7 0.304 0.304 0.296

債務負担行為比率 1.5 3.3 3.9 1,141,300 1,400,396 1,800,964

積立金現在高比率 23.5 27.8 36.7 343,479 1,698,694 1,666,978

自主財源比率 32.8 25.5 25.4 - - -

経常一般財源比率 96.7 97.8 87.7 9,033,875 9,946,094 9,682,182

(92.2) (89.2) (89.2)

88.6 85.1 82.7

地方債現在高比率 159.1 148.8 144.9 県貸付金 146,978 126,147 103,000

☆実質赤字比率 - - - その他 2,619,580 3,910,919 3,852,284

☆連結実質赤字比

率

- - - 9,854 109,900 109,900

☆将来負担比率 106.3 99.5 77.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実質収支　　　　　　　　　　　　　　 　 　  一般財源　　　　　　　　　　    　地方債充当額

○　実質収支比率　＝―――――――――――――――――――　○　一般財源比率　＝――――――　　○　地方債比率　＝――――――――

　　　　　　　　　　標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額　　　　　　　　　　　　歳入総額　　　　　　　　　　　　　普通建設事業費

　　　　　　　　　　　　　　　　一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　自主財源

○　普通建設事業費のうち　＝　―――――――――――――――――――――――　　　　○　自主財源比率　＝　――――――

　　一般財源等の比率　　　　　　　　　　　　　普通建設事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳入総額

　　　　　　　　　　　　　債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

○　債務負担比率　＝　―――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　標準財政規模　－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

　　　　　　　　　　　　　　翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

○　債務負担行為比率　＝　――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模　－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

　　　　　　　　　　　　　　　積立基金現在高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国庫支出金及び県支出金充当額

○　積立金現在高比率　＝　―――――――――――　　　　　○　国県支出金比率　＝　――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普通建設事業費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経常一般財源収入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方債現在高

○　経常一般財源比率　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　　　　　○　地方債現在高比率　＝　―――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模+臨時財政対策債発行可能額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般財源等（一般財源振替分等を含む）

注１　経常収支比率欄の（　）欄には、減税補てん債を経常一般財源等から除いた率を記載している。

　２　自主財源＝地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入

　３　一般財源＝地方税＋地方譲与税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金＋特別地方消費税交付金

　　　　　　　　＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金等＋地方交付税

公債費比率 13.5 12.5 12.3

政府資金 6,267,317 5,909,028 5,726,898

内

　

訳

経常収支比率

20年度 21年度 22年度

　　　　　　　　　　年度

　区分

債務負担行為支出

減債基金現在高

積立金現在高

収益事業収入額

地方債現在高

予定額(23年度以降)

21年度 22年度

　　　　　（単位:千円）

185,947971,94674,620

国保会計財政調整基

金現在高

一  戸  町 Ⅳ－０

財政調整基金現在高

標準財政規模

基準財政収入額

公債費の標準財政規

模に対する割合

債務負担行為額

　（限度額）

20年度

　　　　　　　　　　　年度

　区分

災害復旧に係る基準

財政需要額

基準財政需要額

財政力指数

　（３カ年平均）

交付税種地区分

-  4  -



＝ 320,464 ÷（ 4,904,977 ＋ 392,154 ）× 100　　＝ 6.0 国保会計の状況

（02表5列）

2,863 Ａ Ｃ／Ａ ＝ 123,182

＝ 5,233,160 ÷ 9,523,497 ×100 ＝ 54.9 5,105 Ｂ Ｃ／Ｂ ＝ 69,083

352,670,000 Ｃ

＝ 347,571 ÷ 1,716,003 ×100 ＝ 20.3

（14表3列） (14表1列）
療養給付金 60,384,644

療養費 653,957

491,600 ÷ 1,716,003 ×100 ＝ 28.6 計

（13表10列） （13表1列）

Ｄ／Ｂ ＝ 309,485

＝ 1,299,130 ÷ 6,683,230 ×100 ＝ 19.4

（13表11列） （05表3列+5列）

＝ 31,830 ÷（ 4,904,977 － 630,624 ）× 100　　＝ 0.7

（37表15列） （交付税資料）

○債務負担行為比率＝翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源／(標準財政規模－災害復旧費等に係る基準財政需要額)

＝ 167,297 ÷（ 4,904,977 － 630,624 ）× 100　　＝ 3.9

（37表6列）

＝ 1,800,964 ÷ 4,904,977 ×100 ＝ 36.7 職員給の経常収支比率算出データ

（29表4列）

　職員給に充てた一般財源のうち臨時的経費に充てた一般財源

＝ 2,423,289 ÷ 9,523,497 ×100 ＝ 25.4 - 

23,805 

＝ 4,988,451 ÷（ 4,904,977 ＋ 392,154 94.2 4,199 計 28,004

　これを、職員給に充てた一般財源から控除して求める。

＝ 9,682,182 ÷ 6,683,230 ×100 ＝ 144.9

(33表9列） （05表3列+5列）

＝ 1,311,945 ÷ 4,904,977 ×100 ＝ 26.7

(13表1列）

　注1 標準財政規模＝ 4,904,977 （00表） 　

　注2 一般財源　　＝ ①地方税+②地方譲与税+③利子割交付金+④地方消費税交付金+⑤ゴルフ税利用税交付金+⑥配当割交付金+⑦株式等譲渡所得割交付金+⑧自動車取得税交付金+⑨地方特例交付金等+⑩地方交付税

＝ 1,369,336 122,550 3,095 125,205 1,107 18,750 19,782 3,573,335

① ② ③+⑤ ④ ⑥+⑦ ⑧ ⑨ ⑩

＝ 5,233,160

　注3 歳入総額　　＝ 9,523,497 　

　注4 自主財源　　＝

＝ 1,369,336 ＋ 30,955 ＋ 133,195 ＋ 9,365 ＋ 40,221 ＋ 392 ＋ 20,609 ＋ 435,957 ＋ 383,259

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

＝ 2,423,289

　注5 臨時財政対策債発行可能額＝ 392,154 （00表） 　

その他

※　ここに掲載していない数値の算出式については、算出方法が複雑なため省略しています。※　ここに掲載していない数値の算出式については、算出方法が複雑なため省略しています。※　ここに掲載していない数値の算出式については、算出方法が複雑なため省略しています。※　ここに掲載していない数値の算出式については、算出方法が複雑なため省略しています。

○地方債現在高比率＝地方債現在高／一般財源等（一般財源振替分を含む）

○公債費の標準財政規模に対する割合＝公債費／標準財政規模

①地方税＋②分担金・負担金＋③使用料＋④手数料＋⑤財産収入＋⑥寄附金＋⑦繰入金＋⑧繰越金＋⑨諸収入

○積立金現在高比率＝積立基金現在高／標準財政規模

○自主財源比率　＝　自主財源(注4)／歳入総額

町長・町議選関係

(地方債比率）  ＝

退職手当特別負担金○経常一般財源比率 ＝ 経常一般財源収入額／（標準財政規模(注1)＋臨時財政対策債発行可能額(注5)）×100

↑(農業委員含む　※いわゆる町単独の選挙)

1,579,918,875

○公債費負担比率＝公債費充当一般財源／歳入一般財源総額×100

○債務負担比率＝債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源／（標準財政規模－災害復旧費等に係る基準財政需要額）

１人あたり費用

1,518,880,274 61,038,601

○普通建設事業費のうち一般財源等の比率＝一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）／普通建設事業費×100　

一　般 退職者 　　　　計   (円）

1,568,585,374

○普通建設事業費に充てた地方債の比率 ＝ 地方債充当額／普通建設事業費 11,333,501

1,508,200,730

10,679,544

○実質収支比率 　＝ 　実質収支／（標準財政規模(注1)＋臨時財政対策債発行可能額(注5)）×100

○一般財源比率　＝　一般財源(注2)／歳入総額(注3)×100  H23.3.31加入世帯数：

 H23.3.31加入被保険者数：

１世帯・１人あたり徴収額

 H22現年課税徴収額(円)：

Ｄ


